指定管理者募集要項　様式集

１　指定申請書（施行規則別記様式）・・・・・・・・・・・・・１
２　事業計画書（様式第１号）・・・・・・・・・・・・・・・・３
３　団体概要書（様式第２号）・・・・・・・・・・・・・・・１８
４　障害者雇用状況報告書（様式第３号）・・・・・・・・・・１９
５　宣誓書（様式第４号）・・・・・・・・・・・・・・・・・２１
６　グループ(共同体)応募届（様式第５号）・・・・・・・・・２２
７　グループ(共同体)構成団体業務分担表（様式第６号）・・・２３
８　グループ(共同体)協定書（様式第７号）・・・・・・・・・２４
９　質問書（様式第８号）・・・・・・・・・・・・・・・・・２５
（別記様式）

指　定　申　請　書

年　　月　　日

千葉県知事　鈴木栄治　様

申請者所在地

　　　団体名

　　　代表者　　　　　　　　　印
　　下記の公の施設について、指定管理者の指定を受けたいので申請します。

記

公の施設の名称

（添付書類）

１　事業計画書

２　申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、損益計算書、収支決算書その他、団体の財務の状況を明らかにする書類

３　申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他、団体の業務の内容を明らかにする書類

４　その他知事が必要と認める書類

（１）団体概要書(様式第２号)
（２）定款、寄付行為、規約又はこれらに類する書類

（３）法人の登記事項証明書及び印鑑証明書（法人のみ）

（４）団体の役員名簿及び役員の履歴書

（５）法人税、消費税及び地方消費税、千葉県税、市町村税（本店及び県内事業所にかかるもの）の滞納がない旨の各納税証明書（直近１年間）

（６）労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない事業者は除く。）
（７）障害者雇用状況報告書の写し（今年度公共職業安定所長に提出した、受付印があるもの。ただし、インターネット経由で提出した場合、受付印は不要。）なお、公共職業安定所長への提出義務のない事業主については、障害者雇用状況報告書（様式第３号）

（８）本要項５応募資格（１）①～⑦の全てを満たす旨の宣誓書(様式第４号)

１
（別記様式）　　　　　　（グループ申請の場合の記載例）
指　定　申　請　書

年　　月　　日

千葉県知事　鈴木栄治　様

（代表者）

申請者　所在地

　団体名

　　　　代表者氏名　　　　　　　　　印
（構成者）

申請者　所在地

　団体名

　　　　代表者氏名　　　　　　　　　印
（構成者）

申請者　所在地

　団体名

　　　　代表者氏名　　　　　　　　　印
（グループ名がある場合は記入して下さい）

　　下記の公の施設について、指定管理者の指定を受けたいので申請します。

記

公の施設の名称

（添付書類）

１　事業計画書

２　申請書の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、損益計算書、収支決算書その他、団体の財務の状況を明らかにする書類

３　申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他、団体の業務の内容を明らかにする書類

４　その他知事が必要と認める書類

（１）団体概要書(様式第２号)

（２）定款、寄付行為、規約又はこれらに類する書類

（３）法人の登記事項証明書及び印鑑証明書（法人のみ）

（４）団体の役員名簿及び役員の履歴書

（５）法人税、消費税及び地方消費税、千葉県税、市町村税（本店及び県内事業所にかかるもの）の滞納がない旨の各納税証明書（直近１年間）

（６）労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない事業者は除く。）

（７）障害者雇用状況報告書の写し（今年度公共職業安定所長に提出した、受付印があるもの。ただし、インターネット経由で提出した場合、受付印は不要。）なお、公共職業安定所長への提出義務のない事業主については、障害者雇用状況報告書（様式第３号）

（８）本要項５応募資格（１）①～⑦の全てを満たす旨の宣誓書(様式第４号)
（９）グループ（共同体）応募届（様式第５号）

（10）グループ(共同体)構成団体業務分担表（様式第６号）

（11）グループ(共同体)協定書（様式第７号）
※２、３、４（１）～（８）の書類については、グループ構成員全ての法人等が提出して下さい。
様式第1号


	施設名
	千葉県立

	団体名
	　

	代表者名
	　

	所在地
	　

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	メール
アドレス
	　

	担当者名
	所属：
氏名：


（留意事項）

· 事業計画書作成にあたり、各提案項目（添付書類を除く）はＡ４版用紙で、できる限り１枚以内（最大２枚まで）(裏面使用不可)に収まるよう工夫して下さい。

３
事業計画書（目次）
　[必須項目]

   １　県民の平等な利用の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５　
１－１　公園の設置目的及び管理運営方針
1 本公園のあるべき姿　　② 本公園の管理運営方針
③ 法令遵守等の取組み

　１―２　平等な利用を図るための具体的な手法及び期待される効果

1 平等な利用の考え方及び取組み等　② 社会的弱者への配慮

　　２　個人情報保護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６
２―１　個人情報保護の取組み

　[一般項目]
　１　公の施設の効用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７　
１－１　利用者の増加を図るための具体的手法及び期待される効果
1 多くの県民に利用されるための方策や取組み
2 地域、関係機関、ボランティア等との取組み

１―２　サービスの向上を図るための具体的手法及び期待される効果

1 県民サービス向上に繋がる取組み
2 苦情処理やトラブルへの対応
１―３　施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性

1 施設の安全管理や利用者の安全確保
2 植物・施設等の維持管理の具体的な方策

　２　事業計画と管理運営能力・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
２―１　収支計画の内容、適格性及び実現の可能性

1 収支計画及び利用料金の設定
2 有料施設、自主事業の収入確保の実現性

２―２　安定的な運営が可能となる人的能力
２―３　類似施設の運営実績

　３　その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　10
　　　３－１　地域貢献
1 地域活性化の取組み
2 地域での活動計画
４

[必須項目]

１　県民の平等な利用の確保
１―１　公園の設置目的及び管理運営方針
	①本公園のあるべき姿について記載して下さい。

	


	②本公園の管理運営方針について記載して下さい。

	


	③法令遵守等の取組みについて記載して下さい。

	


５
１―２　平等な利用を図るための具体的な手法及び期待される効果
	①平等な公園利用を図るための考え方や具体的な取組み等について記載して下さい。また、取組みにより期待される効果についても記載してください。

	


	②　①に関連して社会的弱者の公園利用についての取組み方について記載してください。

	


２　個人情報保護

２―１　個人情報保護の取組み
	①個人情報の保護を図るための具体的な方法について記載して下さい。

	


６
[一般項目]

１　公の施設の効用
１―１　利用者の増加を図るための具体的手法及び期待される効果
	①広報計画やイベントの開催など、利用者増を図るための方策や取組みについて具体的に記載して下さい。また、その効果と実現性についても記載して下さい。

	


	　②地域、関係機関、地域住民やボランティア等との連携について記載して下さい。

	


１―２　サービスの向上を図るための具体的手法及び期待される効果
	①施設運営や自主事業の提案などサービス向上を図る取組みについて具体的に記載してください。また、それらの取組と施設の設置目的との関連についても記載して下さい。

	


７
	②利用者ニーズへの対応方策や利用者等とのトラブルや苦情の発生を最小限にとどめる方策及び発生した場合の対応について記載して下さい。

	


１―３　施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性
	①日常的な施設の安全管理や利用者の安全確保の方策について具体的に記載して下さい。また、事故や風水害、地震等の発生時の対応方策と連絡体制について具体的に記載して下さい。

	


	②管理運営基準等を踏まえ、植物管理、施設管理などについて、適切な管理水準を維持（向上）する為の業務ごとの具体的な方策を記載して下さい。

	


· 植物管理・施設管理・清掃等の年間作業について工程表による年間作業計画を示して下さい。（任意様式）
８

２　事業計画に沿った管理運営能力

２―１　収支計画の内容、適格性及び実現の可能性
	①収支計画や利用料金の設定についての基本的な考え方及び経費の見積額との整合性について記載してください。また、利用料金の免除・減額についての計画を記載して下さい。

	


※＜添付書類＞　収支計画表（様式第１号の２）

	②有料施設の利用者予測を踏まえた収入確保（有料施設のない公園は除く）の実現性及び自主事業の利用者予測を踏まえた収入確保の実現性について記載して下さい。また、管理運営コストの縮減を図る具体的な取組みについて記載して下さい。

	


　
２―２　安定的な運営が可能となる人的能力
	①業務を実施するための執行体制、職務分担、雇用形態や職員の指導育成、研修体制について表を用いるなど具体的に記載して下さい。

	


　※＜添付書類＞・人員配置計画書（様式第１号の６）

　　　　　　　　・令和元年度千葉県指定管理公募施設の複数施設に応募する場合は
　　　　　　　　　他の応募施設の人員配置計画書の写し
９
２―３　類似施設の運営実績
	①これまでに取組んだ都市公園の管理や、その他類似施設での管理運営実績について別添実績表を作成するとともに、特筆すべき点を記載して下さい。

	


　※＜添付書類＞　類似施設の運営実績（様式第１号の７）
３　その他
３―１　地域貢献
	①物品・役務の地元調達や地域との連携による地域活性化について、具体的に記載して下さい。

	

	


	②地域での美化、防犯、防災、災害復旧の活動計画等について、具体的に記載して下さい。
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様式第１号の６
人　員　配　置　計　画　書
	役　　職
	担当業務内容
	能力、資格
	経　歴
	実務年数
	年齢
	勤務形態・雇用形態

	
	
	
	
	
	
	公園等に常駐
	公園等に非常駐
	備考

	
	
	
	
	
	
	社員等
	ﾊﾟｰﾄ等
	社員等
	ﾊﾟｰﾄ等
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）能力、資格、実務経験年数等は実際に配置する予定職員を想定のうえ記入して下さい
（注２）グループ応募の場合は代表団体、各構成団体ごとに作成してください。
（注３）勤務形態は、指定管理者業務に配置する人員について記入して下さい。

・実際に勤務する人員を想定して該当する欄に「○」、「●」印を記入して下さい。

・「公園等」とは、当該指定管理業務に係る県立公園又は八千代広域公園を指します。

・「公園等に常駐」とは、年間を通じて週に４０時間程度勤務する者について「○」、「●」印を記入して下さい。
・「社員等」とは、貴団体が雇用する正規の社員や職員などとします。（それ以外はパート等とします。）

・当該指定管理に係る、給与(人件費)が発生しない社員等又はパート等の場合は、「●」印を記入してください。（例示のとおり）

・備考には、特筆事項があれば記入して下さい。
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	施　設　名
	所在地
	業　務　内　容
	実施年度
その他

	
	
	【元請け：単独】
	

	
	
	【下請け】
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式第１号の７
類似施設の運営実績
類似業務の管理運営実績について記入して下さい（過去5年間：H27～R元）。
＊業務内容欄には、業務内容のほか元請け（単独、グループ別）、下請けの区分を記入してください。
16
様式第１号の８
提　案　概　要　書

	施設名
	千葉県立

	申請者
	所在地：

団体名：

	提案の概要
	・管理運営方針

・平等な利用を図るための具体的手法

・利用者の増加を図るための具体的手法

・サービスの向上を図るための具体的手法

・施設の維持・管理・運営

・収入の確保及び管理運営コスト縮減の取組み

・職員の配置等実施体制

・地域貢献




（留意事項）１　この様式は、できる限り１枚に収まるように作成して下さい。なお、この留意事項欄は、提出の際に削除していただいても構いません。
　　　　　　２　提案概要の項目を変更することは可能です。
　　　　　　３　申請者欄は、グループ申請する場合には、「代表者」と記入してその所在地と団体名を記入し、その下の行から「構成者」と記入してすべての構成者の所在地と団体名についても記入して下さい。
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様式第２号

団　体　概　要　書

	法　人　名
	

	代表者氏名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	売上高
	

	従業員数
	

	主たる

業務内容
	

	免許・登録
	


18
障害者雇用状況報告書（公共職業安定所長への提出義務がない事業主用）
令和○○年６月１日現在
	１．事 業 主
	住所
	

	
	名称
	

	
	代表者名
	

	
	事業の種類
	

	２．雇　用　の　状　況
	(1) 除外率※１
	％

	
	(2) 常用雇用労働者の数※２

	
	
	ア　常用雇用労働者の数（短時間労働者を除く）※３
	人

	
	
	イ　短時間労働者の数※４
	人

	
	
	ウ　常用雇用労働者の数（ア＋イ×0.5）※５
	人

	
	
	エ　除外率相当数（ウ×(1)）※６
	人

	
	
	オ　法定雇用障害者の算定の基礎となる労働者の数（ウ－エ）※７
	人

	
	(3) 常用雇用身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数

	
	
	カ　重度身体障害者の数（短時間労働者を除く）
	人

	
	
	キ　重度身体障害者以外の身体障害者の数（短時間労働者を除く）
	人

	
	
	ク　重度身体障害者である短時間労働者の数
	人

	
	
	ケ　重度身体障害者以外の身体障害者である短時間労働者の数
	人

	
	
	コ　身体障害者の数（カ×２＋キ＋ク＋ケ×0.5）※５
	人

	
	
	サ　重度知的障害者の数（短時間労働者を除く）
	人

	
	
	シ　重度知的障害者以外の知的障害者の数（短時間労働者を除く）
	人

	
	
	ス　重度知的障害者である短時間労働者の数
	人

	
	
	セ　重度知的障害者以外の知的障害者である短時間労働者の数
	人

	
	
	ソ　知的障害者の数（サ×２＋シ＋ス＋セ×0.5）※５
	人

	
	
	タ　精神障害者の数（短時間労働者を除く）
	人

	
	
	チ　精神障害者である短時間労働者の数
	人

	
	
	
	ツ　上記チのうち、一定の要件を満たす者の数　※８
	人

	
	
	テ　精神障害者の数（タ＋チ×0.5＋ツ）※５
	人

	
	(4) 計（(3)のコ＋(3)のソ＋(3)のテ）
	人

	
	(5) 実雇用率（(4)÷(2)のオ×１００）※９
	％


障害者の雇用の促進等に関する法律の規定に基づく計算によること。

※１：障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則別表第４の除外率設定業種欄に掲げる業種に該当する場合はその除外率を記載すること。
※２：常用雇用労働者とは、以下の表のとおりです。
	雇用（契約）期間
	例
	週所定労働時間

	①雇用（契約）期間の定めがなく雇用されている者
	正社員
	２０時間以上

	雇用（契約）期間を定めて雇用されている労働者であって、その雇用（契約）期間が反復更新され
②雇入れのときから１年を超えて引き続き雇用されると見込まれる労働者
③過去１年を超える期間について引き続き雇用されている労働者
	契約社員、
パート
アルバイト、
派遣職員等
（名称問わず）
	


※３：常用雇用労働者（上記※２）のうち、週所定労働時間が３０時間以上の労働者の数を記載　　すること。
※４：常用雇用労働者（上記※２）のうち、１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の１週間の所定労働時間よりも短い労働者であって、週所定労働時間が２０時間以上３０時間未満である労働者の数を記載すること。
※５：小数点以下第１位まで記載すること。
※６：常用雇用労働者の数（(2)のウの数）に除外率(1)を乗じて得た数（一人未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた数）を記載すること。
※７：常用雇用労働者の数（(2)のウ）から除外率相当数（(2)のエ）を控除した数を記載すること。
※８：一定の要件を満たす者とは、以下のとおり。
　　　　「雇入れから３年以内の者又は精神障害者保健福祉手帳取得から３年以内の者」
　　　　かつ、
　　　　「令和５年３月３１日までに、雇い入れられ、かつ、精神障害者保健福祉手帳を取得した者」
※９：小数点以下第３位を四捨五入した数を記載すること。
○身体障害者
「身体障害者」とは、原則として身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）に規定する身体障害者手帳の等級が１級から６級に該当する方です。
「重度身体障害者」とは、このうち１級または２級とされる方です。
○知的障害者
「知的障害者」とは、児童相談所、知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第12条第１項に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第６条第１項に規定する精神保健福祉センター、精神保健指定医（以下「判定機関等」といいます。）または障害者雇用促進法第19条の障害者職業センターにより知的障害者と判定された方です。 

「重度知的障害者」とは知的障害者のうち知的障害の程度が重いと判定された方をいいます。具体的には、次のいずれかの場合に、重度知的障害者に該当します。 

・ 療育手帳で程度が「Ａ」とされている方 

・ 療育手帳の「Ａ」に相当する程度（特別障害者控除を受けられる程度等）とする判定書をもらっている方（上記の判定機関等による判定書が対象です。） 

・ 障害者職業センターにより「重度知的障害者」と判定された方（障害者介助等助成金、特定求職者雇用開発助成金、職場適応訓練の適用等に当たって行われている「知的障害の程度が重い」範囲と同様の範囲で判定が行われます。）
○精神障害者　「精神障害者」とは、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方です。
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様式第４号
宣　誓　書
　千葉県立○○○公園に係る指定管理者指定申請を行うにあたり、下記に掲載した事項は真実に相違ありません。
令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　団体の名称
　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　印
記
・千葉県立○○○公園指定管理者募集要項「５応募（１）①から⑦」に掲げる全ての要件を満たしています。
・提出した申請書類に虚偽不正はありません。
21
様式第５号                                                               　
グループ（共同体）応募届
	施設名
	


  上記施設の運営のため、募集要項に基づきグループを結成し、千葉県との間における下記委任事項に関する権限を代表団体に委任します。
	グループの名称
	    　

	グループの代表団体（受任者）
	

	グループの構成団体（委任者）
	

	グループの成立時期及び委任期間
	

	グループの成立経緯
	※ グループの設立経緯を記載してください。過去にグループによる事業実績があれば、その点も記載してください。

また、グループ構成者それぞれについての組織としての方針決定の状況（「何年何月の総会で決定した」など）も記載してください。



	グループ応募の理由・必要性等
	※ グループを組む理由（必要性・有効性）について記載してください。例えば、グループ構成者が互いに有しないノウハウの補完の観点、経営上のリスク回避の観点など。



	委任事項
	

	その他
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様式第６号                                                               

グループ（共同体）構成団体業務分担表
  【代表団体】     

	 団体の名称
	

	 代表者の氏名
	

	 連絡先
	

	役割及び責任分担
	※ 役割分担及び責任分担に関し、グループ構成者それぞれの規模、能力から見た妥当性についても記載してください。

	 人　員
	※ 人員配置について、グループ構成者それぞれの役割、規模、能力から見た妥当性についても記載してください。

           名
※詳細（配置場所、役職、有資格者等）は別途添付

	上記業務に係る指定管理料等配分額（又は配分率）
	※ 指定管理料等の配分について、グループ構成者それぞれの役割、規模、能力から見た妥当性についても記載してください。

※算出に係る資料は別途添付


【構成団体】
	 団体の名称
	

	 代表者の氏名
	

	 連絡先
	

	役割及び責任分担
	※ 役割分担及び責任分担に関し、グループ構成者それぞれの規模、能力から見た妥当性についても記載してください。



	 人　員
	※ 人員配置について、グループ構成者それぞれの役割、規模、能力から見た妥当性についても記載してください。

     　　 名
※詳細（配置場所、役職、有資格者等）は別途添付

	上記業務に係る指定管理料等配分額（又は配分率）
	※ 指定管理料等の配分について、グループ構成者それぞれの役割、規模、能力から見た妥当性についても記載してください。

※算出に係る資料は別途添付
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様式第７号　
グループ（共同体）協定書
　○○○○○○○○（以下「甲」という。）と○○○○○○○○（以下「乙」という。）とは、千葉県立○○○公園の指定管理者として応募するにあたり、当施設の管理運営に関する業務について、次のとおり「○○○○グループ（共同体）協定書」（以下「協定書」という。）を締結する。

（目的）

第１条　本協定書は、千葉県立○○○公園の指定管理者として応募する甲、乙が行う当該施設の管理運営業務に関し、必要な事項を定めるものとする。

（名称）

第２条　当共同体は、○○○○・○○○○共同体（以下「共同体」という。）と称する。

（構成員の住所及び名称）

第３条　当共同体の構成員は次のとおりとする。

　　　　　　甲　住所　○○○○○○○　○丁目○番○号

　　　　　　　　名称　○○○○

　　　　　　乙　住所　○○○○○○○　○丁目○番○号

　　　　　　　　名称　○○○○

（代表団体）

第４条　当共同体の代表団体は○○○○とし、当該指定管理者業務運営上の最終責任を負う。

（事務所の所在地）

第５条　当共同体の事務所は、○○市○町○丁目○番○号に置く。

（業務分担）

第6条 甲及び乙は、指定管理者の業務について、下記の業務分担により責任をもって業務を遂行するとともに、相互に
支援・協力を行うものとする。

２　甲の担当業務

３　乙の担当業務

（指定管理料）

第7条 甲は、指定管理者の代表として、千葉県から指定管理料を受けるものとし、受領後、乙へ本協定書第８条で定め
る割合に見合う額を支払うものとする。

（指定管理料の受領割合等）

第８条 甲及び乙が受領する指定管理料の受領割合は次のとおりとする。

　　　　　　甲　○○○○　　○○％

　　　　　　乙　○○○○　　○○％
　（その他の収入の受領割合）

第９条　　有料施設使用料の受領割合は次のとおりとする。

　　　　　　甲　○○○○　　○○％

　　　　　　乙　○○○○　　○○％

第１０条　自主事業収入の受領割合は次のとおりとする。

　　　　　　甲　○○○○　　○○％

　　　　　　乙　○○○○　　○○％
（事業年度及び決算）

第１１条　当共同体の事業年度は、毎年4月1日に始まり翌年３月３１日までとし、事業年度末に決算を行い決算書を作成する。

（欠損金の負担の割合）

第１２条　前条の規定による決算の結果、欠損が生じた場合、甲及び乙は本協定書８条の割合によって、欠損を負担する。

（協定書に定めのない事項）

第１３条　本協定書に定めない事項については、甲、乙協議の上、定めるものとする。　

上記のとおり○○○○・○○○○共同体協定書を締結したことの証拠として、この協定書正本２通及び副本１通を作成し、各甲及び乙が記名押印の上、正本については甲及び乙各自が所持し、副本については千葉県に提出する。
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○共同体

　　　　　　　　　　　　　　甲　代表者　○○○○○○○○○　○丁目○番○号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○○○○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　○○○　○○○

乙　構成者　○○○○○○○○○　○丁目○番○号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○○○○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　○○○　○○
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様式第３号





２(2)オ の人数が


45.5人未満であることを


確認すること
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